
 

 

議案第 108 号 

 

 

令和８年度十日町市一般会計補正予算（第３号） 

 

 

  令和８年度十日町市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,788,156千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ38,070,750千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用すること

ができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

 

 

 

 

     令和８年９月 ２日提出  十 日 町 市 長  関 口 芳 史   

 

     令和８年９月   日議決  十日町市議会議長  村 山 達 也   

 



10 59,000 21,726 80,726

1 地方特例交付金 59,000 21,726 80,726

11 14,100,000 18,448 14,118,448

1 地方交付税 14,100,000 18,448 14,118,448

15 4,437,669 59,530 4,497,199

1 国庫負担金 2,667,659 23,308 2,690,967

2 国庫補助金 1,753,296 36,222 1,789,518

16 2,637,077 △22,567 2,614,510

1 県負担金 1,183,381 865 1,184,246

2 県補助金 1,289,808 △23,432 1,266,376

19 1,494,412 505,903 2,000,315

1 基金繰入金 1,494,401 469,525 1,963,926

2 特別会計繰入金 11 36,378 36,389

20 538,479 1,121,328 1,659,807

1 繰越金 538,479 1,121,328 1,659,807

21 750,594 35,888 786,482

3 貸付金元利収入 334,704 2,000 336,704

5 雑入 378,340 33,888 412,228

22 2,776,900 47,900 2,824,800

1 市債 2,776,900 47,900 2,824,800

36,282,594 1,788,156 38,070,750

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

地方特例交付金

地方交付税

国庫支出金

県支出金

繰入金

繰越金

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円



2 4,612,250 1,176,853 5,789,103

1 総務管理費 4,052,022 1,176,853 5,228,875

3 10,234,219 49,506 10,283,725

1 社会福祉費 6,098,595 33,229 6,131,824

2 児童福祉費 3,745,090 16,277 3,761,367

4 2,779,589 12,636 2,792,225

1 保健衛生費 1,748,382 8,790 1,757,172

2 清掃費 1,031,207 3,846 1,035,053

6 1,691,095 △12,114 1,678,981

1 農業費 1,529,402 △13,014 1,516,388

2 林業費 161,558 900 162,458

7 1,948,632 38,319 1,986,951

1 商工費 1,948,632 38,319 1,986,951

8 4,613,841 506,049 5,119,890

2 道路橋りょう費 3,014,806 449,736 3,464,542

4 都市計画費 1,241,293 56,313 1,297,606

9 1,345,452 0 1,345,452

1 消防費 1,345,452 0 1,345,452

10 3,446,315 9,107 3,455,422

1 教育総務費 951,368 2,219 953,587

5 社会教育費 711,329 5,178 716,507

6 保健体育費 1,217,351 1,710 1,219,061

11 48,957 7,800 56,757

1 農林水産業施設災害復旧費 33,285 7,800 41,085

12 5,284,451 0 5,284,451

1 公債費 5,284,451 0 5,284,451

36,282,594 1,788,156 38,070,750歳　　出　　合　　計

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円



　第　２　表

繰　　　　越　　　　明　　　　許　　　　費

（単位：千円）

款 項 事業名 金額

10 教育費 01 教育総務費 スクールバス等整備事業（過疎債） 13,664

合　　　　　　　　　　　　　　計 13,664



第　３　表
債　務　負　担　行　為　補　正

（追加） （単位：千円）

事　　項 期　　間 限　度　額

人事給与システム等運用等業務委託料
令和８年度から
令和14年度まで

137,000



第　４　表

限　度　額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

公 共 事 業 等 債 193,000 56,600

公営住宅建設事
業 債

41,900 41,900

災害復旧事業債 26,100 26,100

一般補助施設等
整 備 事 業 債

4,800 4,800

一 般 事 業 債 0 21,600

防災対策事業債 1,800 1,800

地方道路等整備
事 業 債

22,400 22,400

緊急防災・減災
事 業 債

3,300 3,300

公共施設等適正
管理推進事業債

80,100 59,400

緊急自然災害防
止 対 策 事 業 債

210,500 219,100

デジタル活用推
進 事 業 債

76,400 76,400

辺地対策事業債 37,000 37,000

過疎対策事業債 1,530,300 1,705,100

一般会計出資債 16,000 16,000

借 換 債 533,300 533,300

計 2,776,900 2,824,800

　

地     方     債     補     正

（単位：千円）

起債の目的
補     正     前 補    正    後

普通貸借

又は

証券発行

（登録債）

  ４．０％
   以内
（ただし、
利率見直
し方式で
借り入れる
政府資金
及び地方
公共団体
金融機構
資金につ
いて、利率
の見直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率）

　政府資金及び
地方公共団体金
融機構資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のによる。
　ただし、市の財
政その他の都合
により据置期間
及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還又は低
利に借換えるこ
とができる。

補  正  前
と   同   じ

補  正  前
と   同   じ

補  正  前
と   同   じ



１　総　　括

（歳　　入）

10 地方特例交付金 59,000 21,726 80,726

11 地方交付税 14,100,000 18,448 14,118,448

15 国庫支出金 4,437,669 59,530 4,497,199

16 県支出金 2,637,077 △22,567 2,614,510

19 繰入金 1,494,412 505,903 2,000,315

20 繰越金 538,479 1,121,328 1,659,807

21 諸収入 750,594 35,888 786,482

22 市債 2,776,900 47,900 2,824,800

36,282,594 1,788,156 38,070,750歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円































































事業名

10 教育費 01 教育総務費 03 教育総務振興費 スクールバス等整備事業（過疎債）

繰　　   越　　   明　　   許　　　　   費　　   説　　   明　　   書

款 項 目



（単位：千円）

金額 繰越事由

13,664 車両の納入に不測の日数を要し、年度内の完了が見込めないため

繰　　   越　　   明　　   許　　　　   費　　   説　　   明　　   書



（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額
国　県
支出金

地方債 その他

人事給与システム
等運用等業務委託
料

137,000 －

令和８
年度か
ら

令和14
年度ま
で

137,000 137,000

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

一般
財源

特 定 財 源

左 の 財 源 内 訳
前年度末までの
支出（見込）額

当該年度以降
の支出予定額

事　　　項 限度額



（単位：千円）

当該年度中増減見込額

当 該 年 度 繰 越 事 業

事業充当分② 充 当 分 ③

公 共 事 業 等 債 1,365,294 1,308,923 56,600 17,500 206,309 1,176,714

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 732,324 762,972 112,100 52,096 822,976

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 497,359 458,471 41,900 53,497 446,874

災 害 復 旧 事 業 債 161,066 179,071 26,100 29,700 26,224 208,647

全 国 防 災 事 業 債 180,275 159,220 21,166 138,054

教育･福祉施設等整備事業債 3,797,338 3,520,867 4,800 1,400 298,363 3,228,704

（1） 学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 債 1,410,265 1,290,000 115,831 1,174,169

（2） 一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 1,900,913 1,798,413 124,775 1,673,638

（3） 一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 債 138,646 115,040 4,800 1,400 27,605 93,635

（4） 施設整備事業債（一般財源化分） 347,514 317,414 30,152 287,262

一 般 単 独 事 業 債 11,284,133 9,857,441 404,000 107,100 1,725,219 8,643,322

（1） 防 災 対 策 事 業 債 663,669 627,139 1,800 36,822 592,117

（2） 合 併 特 例 事 業 債 7,553,286 6,074,056 1,267,458 4,806,598

（3） 地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 339,115 322,194 22,400 5,100 44,180 305,514

（4） （ 新 ） 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 949,663 726,196 3,300 7,300 187,418 549,378

（5） 公共施設等適正管理推進事業債 661,832 644,281 59,400 107,204 596,477

（6） 緊急自然災害防止対策事業債 901,869 1,258,435 219,100 70,400 60,792 1,487,143

（7） 脱 炭 素 化 推 進 事 業 債 90,700 97,700 24,300 122,000

（8） デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 債 700 76,400 77,100

（9） そ の 他 123,998 106,740 21,600 21,345 106,995

辺 地 対 策 事 業 債 524,551 428,453 37,000 22,400 101,230 386,623

過 疎 対 策 事 業 債 10,549,430 10,842,436 1,705,100 282,900 1,031,875 11,798,561

一 般 会 計 出 資 債 13,300 16,000 24,100 53,400

国 の 予 算 等 貸 付 金 債 254,671 245,686 7,905 237,781

財 源 対 策 債 978,436 914,985 13,954 901,031

減 収 補 塡 債 63,529 59,559 3,971 55,588

減 税 補 填 債 6,063 1,366 1,366

臨 時 財 政 対 策 債 9,317,304 8,265,989 1,004,425 7,261,564

借 換 債 533,300 533,300

39,711,773 37,018,739 2,824,800 597,200 5,080,900 35,359,839

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当該年度中
元金償還
見込額④

９

10

現 在 高
①

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

　区　　分

前 々 年 度 末 前 年 度 末
当該年度末

現在高見込額

① + ② + ③ - ④

１

２

３

４

現 在 高

５

６

７

17

合　         　計

11

12

13

14

15

16


